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【要旨】

地球温暖化対策として、水素エネルギーの導入は重要な選択肢となっている。本研究では水素エネル

ギー関連の数値データを基に、KEI モデルを用いて構造方程式モデリング（SEM）を行い、「制度」「供給

条件」「需要条件」が企業家の活動に与える影響を分析した。このモデルは MIMIC モデルを基盤とし、企

業家の活動を「知識過程の入手」「変換」「投入」の 3 要素で表現している。相関分析では、「制度」「供給

条件」「需要条件」の間に強い相関関係が確認された一方、「制度」や「需要条件」が企業家の活動を決定

づける直接要因ではなく、むしろ企業家の活動が、制度や条件に影響に影響を与えることが示唆された。

知識創造機関は特許取得に強い影響を与えるが、実証事業が研究開発投資に結び付く度合いは低く、企業

家の活動が研究開発投資に強く関与している。さらに、KEI モデルに「消費者の関心・ニーズ・利活用優

位性」を新たな潜在変数として追加した結果、モデルの適合度は高い数値を示した。水素エネルギー普及

のためには企業家の活動に加え、消費者の関心やニーズ・利活用優位性が重要な要因であると明らかにし

ている。CO₂ 排出がないクリーンエネルギーとして期待される水素エネルギーの普及には、企業家の活動

と消費者意識の両方を重視した戦略が必要とされる。

キーワード：水素（H₂）、エネルギー革新、SI 機能分析モデル（KEI モデル）

Ⅰ．序論

　日本におけるエネルギー・イノベーションは、戦後の復興期から高度経済成長期を経て、

1973 年の第一次石油危機、1979 年の第二次石油危機により、石炭から石油、石油から天然

ガスへと変化してきた。1990 年代後半には地球温暖化や大気汚染などの環境問題が重視さ

れるようになり、CO₂ 排出削減の目標設定から、クリーンなエネルギーへの変革が余儀な

くされている。また、2011 年の東日本大震災による福島第一原発事故により、再生可能エ

ネルギーへの変革が重要課題となった。

本論文では、クリーンなエネルギーとして注目されている「水素エネルギー」について、

世界各国のエネルギー施策および水素エネルギーへの取り組み状況、日本における水素エ

ネルギーの政府方針、取り組み状況を整理した上で、イノベーションが進展するための諸

要因および相互の関係性を定量的に分析することを、SI 機能分析モデル（KEI モデル）に

よって考察し、日本国内での水素需要分野ごとの普及に向けた課題を分析する。
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　Ⅰ．1　研究背景と研究動機

　近年の深刻さを増す気候変動の状況下、国際社会では脱炭素化に向けた取り組みを加速

させている。エネルギー資源の無い日本においては、化石燃料の依存から脱却するために、

エネルギー効率と安定的に安価に調達することが可能な自然エネルギーへの転換を急ぐ動

きが高まっている。化石燃料からの脱却にあたり、太陽光発電や風力発電などの再生可能

エネルギーの社会基盤整備が進んでいる。また、電気自動車（EV）化など、再生可能エネ

ルギーを利活用することで、CO₂ 排出削減にも寄与できることになる。一方、産業用では

電化できない設備も多く、化石燃料に代わるエネルギー・イノベーションが重要課題となっ

ている。

　そのような状況下、政府は 2017 年に世界に先駆けて「水素基本戦略」を策定して、環境

エネルギー・イノベーションとして水素利活用において世界をリードしていく方針を発表

している。しかし、戦略策定から 7 年経過したが、最大の焦点としていた「家庭用燃料電

池（エネファーム）」と「燃料電池自動車（FCV）」は普及目標を大きく下回り、全国各地

で計画された水素ステーションの利用率は低迷している
1）。

　脱炭素社会の実現に必要なグリーン水素の生産面においても、世界各国の開発状況から

遅れている状況にあり、かつ利活用においてのコスト面でも、水素の調達・輸送・利用に

様々な課題解決が求められている。現状での「水素エネルギー」の状況を把握するととも

に、環境エネルギー・イノベーションを普及そして活用するための必要な論点を考察す

る。

　Ⅰ．2　世界各国のエネルギー施策および水素エネルギーの取り組み状況

　世界各国は地球温暖化対策やエネルギー安全保障の観点から水素エネルギーに注力して

いる。特に、再生可能エネルギー由来の「グリーン水素」の利活用に向けた施策が進めら

れている。米国は「Hydrogen Shot」構想
2）により、2030 年までにグリーン水素 1,000 万 t

の生産を目指し、巨額の財政投資や税額控除を導入して市場形成を加速させている。欧州

連合（EU）は再生可能エネルギー由来の水電解装置の導入を進めるとともに、「欧州水素

銀行」
3）など新たな支援制度を設け、水素製造・利用拡大に注力している。英国は 2030 年

までに 10GW の低炭素水素製造能力を確保する目標を掲げ、価格支援や基金を活用したプ

ロジェクト支援を行っている
4）。ドイツは「H2Global」プログラムで水素関連製品の取引

を支援し、国内生産能力と国際競争力強化を目指している
5）。フランスは再生可能エネル

ギーと原子力由来の水素を対象に 90 億ユーロの支援を計画し、技術開発でのリーダーシッ

プ確立を目指している
6）。中国は中長期計画に基づき、水素製造や燃料電池車の普及を推進

するとともに地方自治体が積極的な支援を展開しており
7）、豪州は再生可能エネルギーを活

用したプロジェクトや原産地証明制度の構築を進め、水素産業のグローバルリーダーを目

指している
8）。

　多くの国で水素の国家戦略が策定されており、世界中で取り組みが本格化している。電

化が困難な長距離輸送および重量物運搬の商用車や、ボイラー・ガスバーナーなど化石燃

料使用設備を有している産業部門での水素利用や、水素発電の導入、水素輸入に向けたサ
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プライチェーン構築の検討が活発化している。中でも、EU とドイツの水素戦略は、自然エ

ネルギー由来のグリーン水素開発に重点をおいており、脱化石燃料の方向性を明確に打ち

出している。また中国は 2022 年に長期水素戦略を公表しており、グリーン水素を中心とし

た政策を明確にしている。英国の差額契約決済制度など国による金融支援や民間企業の投

資を活性化させる政策に注力している。

（出所）経済産業省、水素基本戦略（2023 年）より抜粋

　Ⅰ．3　日本における水素エネルギーの政府方針「水素基本戦略」

　日本政府は、2050 年カーボンニュートラルの実現を目指し、水素エネルギーの活用を柱

とする「水素基本戦略」を策定した。この戦略は国内外の情勢を踏まえ、官民で共有でき

るビジョンを明確にしつつ、水素社会の早期実現を表明している。「水素基本戦略」には水

素産業の競争力強化を目的とした「水素産業戦略」と、水素の安全利用を推進する「水素

保安戦略」より構成されており、エネルギー安全保障、経済効率性、環境対応の観点から

具体的な方針が示されている。

　まず、安定的な供給確保の観点から、長期的かつ安定的に供給するための需要創出が不

可欠であり、2030 年までに 300 万 t / 年、2040 年までに 1,200 万 t / 年、2050 年には 2,000

万 t / 年の導入目標を明示している
9）。これを実現するためには、製造から輸送、貯蔵、利

用に至るサプライチェーン全体の効率化とインフラ整備が必要である。特に、輸送インフ

ラとしては液化水素やアンモニアなどを利用した新たなキャリア技術の活用や、港湾設備

整備、パイプラインの新設などのインフラ投資が必要となる。

　供給コストは、水素利用の拡大を実現するために、2030 年に 30 円 / N ㎥（約 334 円 / ㎏）、

2050 年には 20 円 / N ㎥（約 222 円 / ㎏）の実現を目指している
10）。そのためには技術開発

が鍵となり、研究開発や実証事業を推進するとともに、需要喚起によるスケールメリット

を図る必要がある。例えば、水素燃料電池車（水素 FCV）や水素ステーションの普及を支

援する政策が検討されている。民間企業の投資拡大を促し、コスト低減と国際競争力強化

を両立する方針が示されている。

　環境対応の観点では、脱炭素社会への移行が重要な課題であり、水素は天然ガスの改質

や、水電解による製造が可能であり、製造プロセスでの CO₂ 排出も考慮した CCUS やカー

ボンリサイクル技術の導入とあわせたライフサイクルアセスメント（LCA）での環境負荷

評価が期待できる。

　政府と民間企業の連携が戦略実現の鍵であり、政府は政策方針の明確化や規制緩和を進

める一方で、民間企業は技術革新や投資拡大を通じて。水素エネルギーの普及と市場形成、

国際競争力の強化が方針として明示されている。

（出所）経済産業省、水素基本戦略（2023 年）より抜粋

　Ⅰ．4　日本国内での水素需要（分野別）動向

　2023 年現在では、水素を利用した燃料電池自動車（FCV）や定置用燃料電池（エネファー

ム）などの関連製品が商品化済みであるが、燃料電池自動車（FCV）は全国での水素充填
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ステーションの設置は 160 ヵ所程度であり、利便性面での課題がある。また、定置用燃料

電池（エネファーム）は太陽光発電および蓄電池需要が拡大しており、コスト比較におい

て優位性が少ないため普及率は低位推移している。利用される水素はすべてグレー水素で

あるため、CO₂ 排出削減効果には寄与していない状況にある。

　2030 年までの普及拡大に向けての施策および目標としては、商用車などの輸送部門での

利用拡大、大規模水素発電技術等の確立による実証から実用への移行が重点課題となって

いる。水素供給面においては、海外からの大規模輸入体制を確立すること計画であり、政

府と民間企業によって豪州でグリーン水素を製造し、大型輸送船により輸入する実証が開

始されている。併せて、国内での太陽光発電の余剰電力を利用した再生可能エネルギー由

来の水素製造基盤を確立する計画であり、一部地域で実証設備が稼働している。

　2040 年に向けては、発電分野での水素混焼から水素専焼での利用本格化をめざしており、

CO₂ 排出削減効果の発揮が期待される。産業用途での利用技術の確立により、製鉄プロセ

ス（水素還元製鉄）での利用確立、および水電解やガス改質による国内での水素製造基盤

の確立と拡大が目標となる。政府発表の水素基本戦略（2023 年改訂）では、2040 年の水素

導入目標としては 1,200 万 t / 年を掲げている。

　2050 年の到達目標としては、鉄鋼や産業分野の熱利用の全分野において水素が利活用さ

せることで、カーボンニュートラルの実現と、エネルギー政策としての安全保障体制を確

立するとしている。導入目標は 2,000 万 t / 年であり、現状の約 10 倍以上の普及拡大をめざ

している。

（出所）経済産業省、水素基本戦略（2023 年）より抜粋

Ⅱ．水素エネルギーの概要

　本研究の対象である「水素エネルギー」は、化石エネルギーに代わる新エネルギーとし

て近年注目されている。製造から利用までの技術開発途上であるが、現在までの技術開発

状況および利用技術開発状況について整理する。また、水素エネルギーの特許と発表論文

について、2020 年までの状況を調査した。

　Ⅱ．1　水素製造

　水素は様々なエネルギー源から製造することが可能であるが、製造方法によって製造コ

ストや CO₂ 削減効果等は大きく異なる。現在実用化されている水素製造技術は以下の 3 つ

である（表 1）。

①水電解：水の電気分解により水素を製造（アルカリ水電解と個体高分子形水電解が実用

段階）

②副生ガス精製：製造プロセスにおいて、発生する副生ガスに含まれる水素を分離

③改質精製：都市ガスやバイオガス等に水蒸気や熱、圧力等を加えることにより水素を製

造
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　Ⅱ．2　水素貯蔵・輸送

　水素は都市ガスと比較して体積当たりのエネルギー密度が約 1 / 4 程度であるため、既存

のインフラに対してコスト採算性を確保するためには、水素貯蔵技術（表 2）、輸送距離や

輸送量に応じて輸送効率の良い方法を選択する必要がある（表 3 と表 4）。現在、実用段階

または実証段階である輸送手段を以下に示す。

①圧縮水素：1MPa 以上に圧縮した水素をトレーラやカードル、移動式水素充填車等 によ

り輸送

②配管輸送：中低圧または高圧に圧縮した水素をパイプラインにより輸送

③液化水素：液化装置により液化した水素を液化水素ローリーや移動式水素充填車により輸送

④水素吸蔵合金：水素と反応しやすい金属と反応しにくい金属に水素を吸着させて輸送

⑤有機ハイドライド：芳香族化合物と水素を化学反応させた有機ハイドライドにより輸送

（出所）環境省「水素サプライチェーンに関する調査・報告（2023 年）」より筆者作成

表 1　水素製造技術

（出所）環境省「水素サプライチェーンに関する調査・報告（2023 年）」より筆者作成

表 2　水素貯蔵技術

（出所）環境省「水素サプライチェーンに関する調査・報告（2023 年）」より筆者作成

表 3　水素輸送（配管）技術
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　Ⅱ．3　水素供給

　自動車やバス等に水素を供給する場合、ガソリンスタンドと同様にステーションを設立

する必要がある。水素ステーションの種類を以下のように整理した（表 5）。

①圧縮水素ステーション（オフサイト型）：圧縮水素トレーラ等より輸送した圧縮水素を供給

②圧縮水素ステーション（オンサイト型）：ステーション内の水素製造設備で製造した水素

を供給

③液化水素ステーション：液化水素ローリー等により輸送した水素を供給

④移動式水素充填車：ディスペンサー等の水素供給に係る設備を搭載した自動車から水素

を供給

⑤ガソリンスタンド併設型水素ステーション：ガソリンスタンドと併設

　Ⅱ．4　水素利用

　水素の利用は目的別に、発電・産業・民生・運輸に分類される。近年、様々の研究開発

が進んでおり、実証段階を経て実用段階に移行しつつあるが、コスト面と水素調達面にお

いて解決すべき課題が多い（表 6 と表 7）。

①発電：既存発電設備での混焼率向上や専焼化に向けた燃焼技術の開発が進められている。

②産業：工業炉において利用の技術開発が進められている。電化代替が難しい分野に利用

期待。

③民生：家庭用、業務用の定置燃料電池やボイラが実用化。大型化に向け実証実験が進ん

でいる。

④運輸：FCV、FC フォークリフトは実用化。今後、産業機械・鉄道・船舶・航空機の開発。

（出所）環境省「水素サプライチェーンに関する調査・報告（2023 年）」より筆者作成

表 4　水素輸送（道路）技術

（出所）環境省「水素サプライチェーンに関する調査・報告（2023 年）」より筆者作成

表 5　水素供給技術
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　Ⅱ．5　水素関連特許および発表論文

　2011 年～ 2020 年の水素関連の特許出願件数全体に占める EU の割合は 28％でトップと

なり、日本が 24％、米国が 20％と続いた。ただし、EU のうちドイツが 11％、フランスが

6％、オランダが 3％の順で上位を占め、国別では日本がトップとなった。また、特許出願

の同期間の平均成長率も、日本が 6.2％で、欧州の 4.5％を上回った。一方で、米国は同期

間の出願件数がむしろ減少した。韓国と中国については、水素関連の出願件数全体に占め

る割合がそれぞれ 7％、4％にとどまっているが、年間の平均成長率はそれぞれ 12.2％、

15.2％と高い伸びがみられる
11）。

　水素バリューチェーンのセグメント別の内訳については、水素製造が水素関連の約半数

を占め、残りを貯蔵・輸送とエンドユーザーによる活用が分け合うかたちとなった。また、

気候変動に配慮した低排出の革新的な技術に関する件数が、既存技術の改良に関する申請

が 2 倍程度となっており、水素製造とエンドユーザーによる活用の両セグメントでその傾

向は顕著となっている。特に水素製造では、電気分解の技術革新に関する特許出願が大幅

に増えており、2020 年には気候変動に配慮した革新的な技術に関する申請件数が同セグメ

ントの 8 割近くに達した。

　エンドユーザーによる活用に関しては、主に日本がこの分野の特許をリードしている。

鉄道や海運などの長距離輸送、航空、発電などの分野でも、脱炭素化に向けて水素の活用

が注目されている。

Ⅲ．先行研究

　環境イノベーションは、持続可能な社会を実現するために重要な役割を果たしている。

（出所）環境省「水素サプライチェーンに関する調査・報告（2023 年）」より筆者作成

表 6　産業用途

（出所）環境省「水素サプライチェーンに関する調査・報告（2023 年）」より筆者作成

表 7　運輸用途
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環境問題の深刻化に伴い、環境に配慮した技術革新や新しいビジネスモデルが求められる

中で、イノベーションの創出と活用がどのように環境問題に貢献するかを理解することは、

現代社会にとってますます重要になっている。環境イノベーションに関する研究も、従来

のイノベーション研究とは異なる視点で進められ、イノベーションの社会的影響や環境へ

の影響をどのように評価するかに移行している。

　先行研究では、イノベーション・システム（System of Innovation）の枠組みを用いて、

環境問題解決に向けた技術的な変革がどのように促進されるかを分析するものも多くある。

特に、1987 年に Freeman が提唱したイノベーション・システムの分析は、環境分野にも適

用され、要因や、その効果を最大化するかを理解する重要な基盤となっている。Freeman

の SI 研究は、戦後の日本の急速な経済発展をイノベーションというシステムの観点から分

析したものであり、その後、この枠組みを用いて、「セクターごとの活動と相互作用が新技

術を創出し、取り込み、そして普及させた」として、国のイノベーション・システム（NSI

研究モデル）
12）　を提唱した。

　Bergek（2008）や Hekkert（2007）は、特定の技術や知識に関連する SI 機能分析モデル

を提唱し、環境技術における問題点を明確にすることを目指した。多くの SI 研究は動的な

変化を加味していないため、機能概念を導入した TSIS モデル（Technology Specific 

Innovation System）
13）　を提唱した。これらの研究は、市場が原因ではなく、システム全体

の機能不全が環境イノベーションの進展を阻害している要因であると指摘している。環境

イノベーションは、市場メカニズムが必ずしも望ましい結果を生むわけでなく、技術開発

が社会的に受け入れられ、普及するための社会システムが必要であると指摘している。環

境技術の導入には、政府の政策や規制が重要な役割を果たすことが知られており、民間企

業や研究機関、政府機関が連携し、知識の共有やリソースの投入が不可欠である。

　更に、Edquist（2005）は SI 研究においてシステムの構造と機能を同時に分析すること

を提案している
14）。環境技術の開発に必要なインフラや政策、消費者の関心や意識などの

社会・経済的要素がどのように相互作用するかを分析することで、環境イノベーションが

単なる技術的な進歩だけでなく、社会全体の構造な変化に依存していることが理解できる。

　環境イノベーションを推進する主体のひとつが企業家であり、その活動がイノベーショ

ンの創出と普及に重要な役割を果たしている。Roper（2008）は Innovation Value Chain

（IVC）
15）　を導入し、英国の産業部門における環境イノベーション分析を行っている。IVC

モデルは、イノベーション活動の流れを価値創出の過程として捉え、環境技術の開発から

商業化に至るまでの全体的なプロセスを明確にする。このモデルを用いることで、環境イ

ノベーションの成功に必要な課題がどこに存在するのか、またどの段階で障害が発生する

のかを理解することができる。特に、環境イノベーションの場合、政策的な支援が技術革

新を促進する上で重要な要素となる。企業家としては、社会的責任を果たしつつ利益を追

求できる新しいビジネスモデルを構築することに重点が置かれる。環境イノベーションを

社会全体に普及させるためには、企業家の積極的な役割が不可欠である。

　環境イノベーションは、持続可能な社会実現に向けた重要な要素であり、SI 研究の枠組

みを用いることで、システムの構造と機能、企業の役割、政府等の政策支援など、包括的

なアプローチを提案できると考える。
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Ⅳ．本研究の目的

　本研究では、これらの先行研究を踏まえて、企業家の活動において諸アクタ間の制度に

よる影響や相互作用によって、産業分野や一般消費に関わるエネルギー・イノベーション

に、知識の創出・普及・活用に至る過程を明らかにし評価するための SI 機能分析モデルを

定量的に考察する。

　水素エネルギーの環境イノベーションが普及するためには、政府方針や目標のみならず

企業家の活動が重要なアクタとなっている。また、企業家の活動に影響を及ぼしている要

因として、知識の展開が不可欠な要因であろう。「企業家の活動と知識展開に着目した SI

機能分析モデル」（三藤、2016）を使って、現状確認できる数値データを抽出し分析を行う

ことで、企業家の活動および知識過程で種々の要因が影響しているか定量的に分析を行い、

モデル以外の要因として「消費者の関心・ニーズ・利活用優位性」など需要家や消費者の

関心や意識が、企業家の活動に影響を及ぼす要因としてのアクタ
16）　である可能性を探求す

るものである。

　Ⅳ．1　KEI モデル（企業家の活動と知識の展開を加味した SI 機能分析モデル）

　KEI モデル（図 1）は知識（knowledge）の展開、企業家（entrepreneur）の活動、制度

（institution）の導入や変更システムの中核的な要素としている。本モデルは、第一に国や

経済圏などの地域を対象とする。第二に、特定の産業部門や技術分野を分析対象とする。

第三に、供給側と需要側に関わる市場が未成熟な段階にある形成期の市場を対象とする。

図 1　KEI モデル（企業家の活動と知識の展開を加味した SI 機能分析モデル

（出所）企業家の活動と知識過程に着目した SI 機能分析モデル（三藤 2016）
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　Ⅳ．2　KEI モデルの課題と命題

　KEI モデルの特徴は、ある特定の技術分野や産業部門に関わるイノベーションの創出、

普及及び活用に至るまでのイノベーションに関わるシステム形成期において、企業家が知

識の展開過程と諸制度の間に介在して活動すると同時に、諸アクタ間のネットワークを通

じて制度の導入や変更が図られることにより、イノベーションの発展を社会が達成すべき

方向を考察するところにある。イノベーションは今や社会の中核をなす存在であり、人類

に利便性をもたらす一方、地球規模の環境問題やエネルギー問題、経済格差に起因する貧

困問題を引き起こしている。その点においてイノベーションの創出、普及そして活用を社

会総体としてシステムの中で内生的に捉えなければならない。現在のイノベーション政策

は技術開発に偏っているとともに、政策推進にあたっての供給者側の理論が強く働いてい

るといえる。また、「KEI モデルは形成期の産業および技術分野を対象としているため、市

場の不確実性と技術の不確実性に直面しており、有効な情報入手と定量分析が課題である」

（三藤 2016）と論述
17）　している。

　本研究にあたって、現段階で入手可能な情報に基づき定量分析をおこなったが、KEI モ

デルの設定項目と測定指標が、政府方針や制度、供給体制に重点が置かれており、「消費者

の関心・ニーズ・利活用優位性」など需要家の関心や意識の観点が欠落している点を指摘

する。イノベーション創出は、需要家の要求が第一であり、供給および制度はイノベーショ

ン普及段階で必要とされる手段である。KEI モデルにおいて、需要の創造として需要条件

に「消費者の関心・ニーズ・利活用優位性」が部分的に含まれていると解釈もできるが、

イノベーション創出段階では需要条件として確立していないと考えられる。その観点から、

需要の創出や需要条件とは別に「消費者の関心・ニーズ・利活用優位性」など需要家の関

心や意識が、企業家の活動にどの様に影響しているのかを設定項目として掲げ、測定指標

として影響度を明確にする必要があると考えられる。

Ⅴ．研究方法と分析

　水素エネルギーの環境イノベーション普及について、KEI モデルでの構造方程式モデリ

ング（SEM）分析を使って、制度および企業家の活動と知識の展開に焦点をあてた定量分

析を行うことにより、各測定指標間の相関強度による関連性の強弱と、KEI モデル構造の

定量分析および KEI モデルの欠落している測定指標としての「消費者の関心・ニーズ・利

活用優位性」など需要家の関心や意識が企業家の活動に影響を与えているかを検証した。

　Ⅴ．1　測定指標の定量データ

（1）制度

　水素基本戦略において、2050 年までのロードマップが具体的に示されている。水素エネ

ルギーの利活用は環境に適合した環境イノベーションであるが、現状、日本国内では副生

水素の発生のみであり、発電・モビリティ・製鉄・産業利用等を賄える製造設備は存在し

ていない。CO₂ 排出削減目標に連動する数値目標として、日本国内での水素ガス数量およ
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び水素ガス単価が日本政府より目標値として発表されている。2050 年に向けたロードマッ

プであるため、2030 年・2040 年と 10 年間隔での目標値であるため、中間数値については、

前後区間の加重平均数値を用いることとした（表 8）。

（2）供給条件

　富士経済による調査データを基に、水素製造設備・水素 ST 供給・水素大規模輸送・液化

水素輸入の数値を用いて、供給条件としての数値指標（表 9）とする。水素ガス供給におい

ては、パイプライン・輸送設備・供給基地・輸入受入基地などのインフラ整備が不可欠で

あり、今後の設備投資の方向性において、企業家の活動に影響を及ぼす要因であると考え

る。

（3）需要条件

　富士経済による調査データを基に、車載用高圧容器・燃料電池車両・FCV 台数・FCV ト

ラック台数・水素ステーション・水素発電の実績および予測数値を数値指標（表 10）とす

る。公共では化石燃料からの水素利活用がメインになると思われる。民間では燃料電池車

（出所）経済産業省、再生可能エネルギー・水素等閣僚会議、水素基本戦略、2023年を参考に筆者作成

表 8　水素関連政府目標

（出所）富士経済、「2023 年版　水素利用市場の将来展望」を参考に筆者作成

表 9　水素供給目標（実績および予測）

（出所）富士経済、「2023 年版　水素利用市場の将来展望」を参考に筆者作成

表 10　水素市場規模（実績および予測）
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両の普及と今後の水素 FCV および FCV トラックの開発状況が待たれるが、政府方針を基

にしたロードマップからの個別推計での数値予測を用いることとする。また燃料電池車両

や FCV の開発投入に不可欠な車載用高圧容器の開発目標数値についても、水素エネルギー

の普及に不可欠な要因として数値目標を確認している。水素ステーションについては、需

要面から推計した市場規模としての数値確認を行っている。今後の企業家の活動における

投資対象としての関連があると推測する。

（4）知識創造機関

　日本における水素関連の博士論文発表数（表 11）を、CiNii により検索したところ、

2023 年時点で累計 5,796 件の発表論文の掲載を確認した。日本は水素技術研究において世

界トップクラスの地位を占めており、特に、水素製造や燃料電池に関する研究分野が活発

である。日本政府は水素技術研究を戦略的に支援しており、産学連携での研究開発に早く

から注力してきたといえる。また、水素技術は、温室効果ガスの削減に向けたエネルギー

として注目されており、日本が国際的な競争力を発揮するための新たな技術革新の源泉で

ある。

（5）知識過程

　知識過程での水素関連特許件数（表 12）については、2023 年時点で累計 7,278 件を確認

した。特に、自動車産業分野を中心に多くの特許が出願されており、水電解装置や製鋼お

よびエネルギー供給に関する特許出願も近年増加傾向にある。国内の申請主要企業として

は、パナソニック、川崎重工、ENEOS など、水素技術の研究開発に積極的な民間企業の申

請数が増加傾向にある。

　実証事業数については、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の水素関連実

証事業を調査したところ、2019 年以降に累計 258 件の実証事業数（表 13）を確認した。実

施事業者としては、企業・研究機関・大学・行政・コンサルティングであり、事業者数累

計 657 社が参画している。水素製造に関するものから、近年では水素利活用に向けた地域

連携によるクラスター形成などの、モデル構築に向けた実証事業も含まれている。

　リードユーザーの研究開発投資額（表 14）については、日本の上場企業の内、水素関連

銘柄と登録されている 65 社を対象に、研究開発費・設備投資額・開発費・試験研究費を調

査した。2017 年以降 2023 年まで、各社累計では投資額は横這い推移であり、民間企業の

水素関連に向けた新たな投資拡大の動きは確認できていない。

（出所）CiNii 掲載論文、キーワード「水素」（2023 年データ抽出）を参考に筆者作成

表 11　水素関連発表博士論文数（日本）
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　Ⅴ．2　供給条件・需要条件・制度の相関分析

　供給条件、需要条件、制度の各項目の相関分析（表 15）を行ったところ、水素ガス単価

（円 / N ㎥）のみ負の相関を示した。供給および需要の拡大による価格低減の関係が確認さ

れる。その他項目について相関係数および有意確率を分析したところ、項目間で強い相関

関係が確認できるものと相関関係が確認できない項目がある。

　制度における政府予算については、水素ガス単価のみ強い負の相関関係が確認できるが、

供給条件および需要条件の各項目とは相関関係は確認できない。但し、車載用高圧容器と

発電については相関が確認できるが、これは政府予算が車載用高圧容器および発電に政府

方針として優先的に配分されている可能性を示唆していると言える。水素ガス（万 t）につ

いては、供給条件・需要条件の項目に強い相関が確認できる。特に、水素ステーションに

対しては（.996**）となっており、需要創出の為の水素インフラ整備の中心的項目である

といえる。

　供給条件としての水素ガス（百万円）は、大規模輸送との強い相関が確認できる。水素

供給における海外からの輸入政策が反映している。水素製造設備はすべての項目に強い相

関が確認できるが、発電については相関が若干弱い。上述の政府方針での水素輸入政策に

関連していると思われる。水素 ST 供給・大規模輸送とも FCV ストックに強い相関が確認

できる。液化輸入水素は、燃料電池車両との相関が強く、発電との相関を上回る状況が確

（出所）パテント・インテグレーション レポートを参考に筆者作成

表 12　特許申請件数

（出所）新エネルギー・産業技術総合開発機構 /公募情報一覧を参考に筆者作成

表 13　実証事業数（実績）

（出所）Kabutan「水素関連銘柄（上場企業 65 社）」を参考に筆者作成

表 14　リードユーザーの研究開発投資額（百万円）
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認できる。発電は液化輸入水素だけでなく圧縮水素輸入との関係も確認する必要があると

考える。

　需要条件での車載用高圧容器は、燃料電池車両との相関が高い。燃料電池車両と水素 ST

は当然ながら強い相関が確認できる。FCV は水素 ST と強い相関が確認されるが、水素ガ

ス供給条件との相関の方か強い相関が確認できる。

　上述より、供給条件・需要条件・政府目標の定量データ分析によると、TSIS モデル
18）　

で示されている指標の関連性は、水素利活用モデルでも一定の相関関係が確認できる。但

し、新エネルギーの供給面の多様性や、需要面での活用が多岐にわたることから、例えば、

民間利活用としての FCV、FCV トラックなどの指標と、水素発電などの公共利用とでは相

関はないといえる。1990 年代から 2000 年頃までの NSI 研究モデル
19）　から更に発展した分

析モデルが必要であると言える。

　Ⅴ．3　企業家の活動・知識過程・知識創造の相関分析

　KEI モデルで示されている知識創造機関および知識過程における入手・変換・投入の各

項目の数値データにもとづき、各指標間の相関分析（表 16）を行った。知識創造機関の数

値データとしては、水素関連の公表済み博士論文数を確認した。知識過程での入手は特許

申請数、変換については NEDO における実証事業を確認した上で、参画事業者を、企業・

サンプル数：制度 3、供給条件 5、需要条件 6の 2020 年～ 2022 年実績、2025 年・2030 年・
2035 年・2040 年予測
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出所）表 8～ 14 の数値を基に筆者作成。

＊＊相関関係は 1％水準で有意（両側）です。

＊相関関係は 5％水準で有意（両側）です。

表 15　SPSS による相関分析表
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研究機関・大学・行政・コンサルティングに分類し、相関分析を行っている。投入に関し

ては、上場企業から水素関連企業とされる 65 社の有価証券報告書より、研究開発投資費を

抽出している。

　知識創造での博士論文数は、特許と非常に強い相関（.991）が確認された。KEI モデル

の企業家の活動と知識過程に着目した SI 機能分析モデル（図 1）の知識の流れが定量的に

確認された。知識過程での変換や投入とは相関は確認できない。但し、NEDO の実証事業

においては、弱い相関が確認される。

　知識過程における入手としての特許については、博士論文との相関に続き実証事業者と

の相関が確認できる。技術イノベーションにおいて特許を利用した実証事業が行われてい

ると考えられる。その場合企業との相関が、研究機関・大学・行政・コンサルティングよ

り高く、実証事業後の事業化での収益効果を企業のみ視野に入れていると考えられる。実

証事業テーマに対しても企業との相関が最も強く、次いで大学、研究機関との相関も確認

できる。実証事業者間の相関に於いては、研究機関と大学との相関が高い。また企業と行

政との弱い相関も確認できることから、企業家の行政に対する制度変更や助成制度活用な

どと考えられる。

　投入については、水素関連企業の研究開発投資を調査したが、企業財務データでは水素

関連のみを抽出することが出来ず、また上場 65 社の数値の数値から相関分析を行ったが、

知識過程での各項目との相関は確認できなかった。

サンプル数：知的創造 1、入手 1、変換 7、投入 1の 2017 年～ 2023 年実績値
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出所）表 8～ 14 の数値を基に筆者作成。

表 16　SPSS による相関分析表

＊＊相関関係は 1％水準で有意（両側）です。

＊相関関係は 5％水準で有意（両側）です。
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　Ⅴ．4　KEI モデルをベースとした構造方程式モデリング

　供給条件・需要条件・制度の各項目の定量データによる相関分析および KEI モデルを

ベースにした企業家の活動・知識過程・知識創造機関の各項目の定量データの相関分析結

果を踏まえ、KEI モデルで示されている「SI 機能分析モデル」（図 1）に、制度は政府の掲

げている水素ガス目標（万 t）、供給条件は水素製造設備、需要条件は水素ステーションの

数値データを用いる。また、知識創造機関の数値データは博士論文、知識過程における入

手は特許、変換は実証事業テーマ数、投入は企業 65 社の研究開発投資額とし、構造方程式

モデリングを行った（図 2）。絶対適合度指標（GFI）は［0.669］、比較適合度指数（CFI）

は［0.394］となっており有効な数値を示していない。

　KEI モデルによる構造方程式モデリングにあたっての数値データとしては、制度・供給

条件・需要条件は、2020 年実績以降の予測数値となっている。一方、知識過程（入手・変

換・投入）及び知識創造機関の数値は、2017 年～ 2023 年までの実績値となっており、時

間軸のずれと実績値と予測値の整合性を考慮する必要があるが、イノベーション過程にあ

る水素エネルギーの諸アクタ間の関連性や相関関係を数値化することが本研究の目的であ

り、制度・供給条件・需要条件の相関分析と知識創造・知識過程の相関分析で示された相

図 2　KEI モデルをベースとした構造方程式モデリング

（出所）企業家の活動と知識過程に着目した SI 機能分析モデル（三藤 2016）を参考に筆者作成。
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関係数の傾向と大きな差異はないと分析できる。

　水素エネルギー関連で調査を行った数値データを基に、KEI モデルを使って構造方程式

モデリング（SEM）を行った。本モデルは構造方程式モデリングにおける、MIMIC

（Multiple Indication Multiple Cause）モデルとなっている。MIMIC モデルの解釈としては、

Multiple Cause（多重原因）である「制度・供給条件・需要条件」の観測変数は単方向の矢

印として潜在変数である「企業家の活動」に刺さっているが、3 変数の 1 次結合で定まるも

のでないとされている。潜在変数である「企業家の活動」は「知識過程の入手・変換・投

入」の 3 変数から測定されていて、その 3 変数で予測することから「その他という誤差項」

が必要とされる。

　相関分析では、制度（水素ガス目標）・供給条件（水素製造設備）・需要条件（水素ステー

ション）の相関係数は強い相関が確認される。しかし、制度（水素ガス目標）・需要条件

（水素ステーション）の企業家の活動に対する相関は負の相関となっている。制度・需要条

件が企業家の活動を決定するものでなく、むしろ企業家の活動が、制度や需要条件に影響

をあたえると解釈できる。供給条件（水素製造設備）は、本来企業家の活動による設備投

資により実現するものであり、構造方程式モデリングにおいて、標準化係数ではなく相関

係数を求めるべきである。

　知識創造機関（博士論文）は知識過程における入手（特許）に強い相関があり、入手（特

許）は実証事業に対しても相関が確認できる。但し、実証事業が知識過程における投入に対

しては、相関は強くない。実証事業が必ずしも企業の研究開発投資に繋がっていないと思わ

れる。企業家の活動が、知識過程の入手（特許）、変換（実証事業）に対しても、強い相関

は確認できない。しかし、投入（研究開発投資）には影響を与えている。よって、企業家の

活動は、知識過程での入手・変換を通じて投入に影響を与えていることが確認される。

　Ⅴ．5　新 KEI モデル仮説

　KEI モデルでは、制度・企業家の活動・知識創造機関に注目したモデルとなっているが、

MIMIC モデルとの酷似性を考慮すると、「企業家の活動」に「その他という誤差項」が影

響している。企業家は営利集団であり、その活動は営利（但し、営利とは金銭的なものだ

けでなく、社会貢献、社会使命なども含まれる）を最大限にする目的で活動する。企業家

の活動が目的を達成するためには、需要動向や消費者の関心・ニーズが肝心であり、また

永続的に成長するための利活用優位性が必要である。その観点から、「企業家の活動」に影

響が強く相関している項目として「消費者の関心・ニーズ・利活用優位性」が不可欠な項

目であると考える。

　MIMIC モデルの解釈を基に、KEI モデルで示されている「制度・供給条件・需要条件」

との関係を切り離し、新たな項目として「消費者の関心・ニーズ・利活用優位性」を潜在

変数として分析（図 3）すると、［企業家の活動 → 入手：0.08］［企業家の活動 → 変換：

0.33］［企業家の活動 → 投入：0.91］となった。絶対適合度指標（GFI）は［1.0］、比較適

合度指標は［1.0］となり、絶対適合度指標、比較適合度指標ともに、モデルとして有効な

数値となった。

　企業家の活動は入手（特許）が目的でなく成果を発揮するための要素である。実証事業
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は事業化に向けた試験であり、企業規模・技術要素の理解・研究機関との関係など、ある

特定の条件が揃う必要がある。もっとも相関が高い投入は、設備投資を含めた企業家の活

動であり、政府予算や助成金制度とは別に、営利を目的とした企業家の活動を位置付ける。

　企業家の活動は、知識創造機関での要素（博士論文）として、知識過程（特許 → 実証事

業 → 設備投資）を経て、需要条件、供給条件を生み出す。その需要条件と供給条件を確か

な成長過程に発展させるために、制度を活用することになる。水素エネルギーの環境イノ

ベーション普及において、企業家の活動が主要要因であることが確認できたが、見逃して

はいけないアクタは「消費者の関心・ニーズ・利活用優位性」など需要家の関心や意識で

ある。

　水素エネルギーは、CO₂ 排出がないクリーンなエネルギーとして注目されているが、今

後の普及拡大のためには、「消費者の関心・ニーズ・利活用利便性」が企業家の活動にとっ

て重要なアクタである。

Ⅵ．結論と展望

　Ⅵ．１　結論

　本研究では、水素エネルギーの環境イノベーション普及要因について、制度下における

図 3　新 KEI モデル仮説

出所）企業家の活動と知識過程に着目した SI 機能分析モデル（三藤 2016）を参考に筆者作成。
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政府・企業家や大学・研究機関等のアクタ間の機能により、社会的イノベーションが普及

するとされる KEI モデルでの相関分析を行うことで、普及要因の因果関係を分析した。日

本におけるエネルギー・イノベーションとしての水素エネルギーの普及要因として、制度

や企業家の活動、知識機関での研究開発や実証事業も重要なアクタであることは相関分析

で確認できたが、水素エネルギーの利活用にあたっての「消費者の関心・ニーズ・利活用

優位性」など需要家の関心や意識が不可欠であると確認される。地球温暖化の懸念がある

中、温暖化ガスを排出しないエネルギーへの関心は高い。また、エネルギー資源が無い日

本にとって、過去からの推移として、木炭～石炭～石油～天然ガス～再生可能エネルギー

へとエネルギー・イノベーションが推移してきたが、安定供給（調達）と利活用における

コストも重要な要因であると考察される。

　本研究では、水素エネルギーに関する数値データを用いて KEI モデルを活用し、構造方

程式モデリング（SEM）を実施。「制度」「供給条件」「需要条件」が企業家の活動に与える

影響を分析した。その結果、これらの要因は強く相関しているものの、企業家の活動が制

度や条件に影響を与える側面が示唆された。また、知識創造機関は特許取得に影響を与え

るが、研究開発投資との結び付きは低く、企業家の活動が重要な役割を果たすことが確認

された。さらに、「消費者の関心・ニーズ・利活用優位性」を追加すると、モデルの適合度

が向上。水素エネルギーの普及には、企業家の活動だけでなく、消費者意識の向上が重要

であると結論付けた。

　今後、本研究で明らかになった KEI モデルの構造と各測定指標の相関関係の更なる裏付

けとして、一般消費者および産業利用としての企業家である民間企業のインタビューが必

要になる。産業部門や技術分野を対象とする SI 機能分析モデルは、国や地域が限定される

ものでなく、かつ、将来に向けた地球規模での環境問題を視野に入れる課題認識が重要で

ある。水素エネルギーが環境負荷の少ないクリーンなエネルギーとして、一般消費者の認

識はもとより産業部門での更なる普及のために、安定供給（調達）、安全性、利活用コスト

を踏まえた制度、技術開発等のための、今後も新 KEI モデルの構築による「水素エネル

ギーの環境イノベーション普及要因の分析」が必要である。

　Ⅵ．2　本研究の限界と今後の課題

　研究方法として、現状確認することが可能な測定指標として「水素基本戦略」を基にで

きるだけ客観的な数値を抽出したが、2023 年以降については予測値であり、今後の経済環

境や技術開発動向等により変化すると思われる。先行研究である SI 機能分析モデルは前提

条件として、国や経済圏などの地域を限定しているが、国際情勢や安全保障等の問題で、

供給・需要条件も大きな変化が発生する可能性を内在している。また、KEI モデルは企業

家の活動・知識過程・知識創造機関の包括的なモデルであり、かつ、企業家の活動に注目

しているため、消費者の要因について分析が欠落しているともいえる。イノベーション普

及要因の分析にあたって、「消費者の関心・ニーズ・利活用優位性」など需要家の関心や意

識を加味したモデルの改良が必要である。今後の課題として「消費者の関心・ニーズ・利

活用優位性」など需要家の関心や意識の調査および定量データの抽出を、アンケート調査

および企業への聞き取り調査により行うこととしたい。
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　2000 年代初頭以降、世界のエネルギー政策は大きく変化してきた。特に 2015 年のパリ

協定成立後、脱炭素社会への転換が加速し、ロシアのウクライナ侵略によるエネルギー危

機も加速させた。この変化は欧米先進国だけでなく、中国やインド、中東諸国、南米など

も巻き込んでおり、オーストラリアも変化を始めている。日本は 2011 年の福島第一原子力

発電所事故を経験し、海外からの化石燃料依存から抜け出す必要があったが、政策は古い

エネルギー供給体制に固執してきた。これに対し、同じ先進工業国のドイツや英国は自然

エネルギーの割合を急速に増やしてきた。日本の自然エネルギー産業は国際的に劣位に立っ

ており、政府内には化石燃料や原子力に固執する勢力がある。水素ビジネスも成長の可能

性を失う可能性があり、国際的な信頼を得るためには GHG 排出基準の整備や国産グリーン

水素の供給が必要である。戦略と政策の転換には時間が限られているが、日本が世界のグ

リーン水素ビジネスで重要な役割を果たすことを期待する。
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Analysis of Environmental Innovation Diffusion Factors of Hydrogen Energy: 
Quantification by SI Functional Analysis Model

Noriyoshi Arimoto

Abstract:

As a countermeasure against global warming, introduction of hydrogen energy is an important option. In 

this study, we conducted structural equation modeling (SEM) using the KEI model based on numerical data 

related to hydrogen energy, and analyzed the effects of “system,” “supply condition,” and “demand 

condition” on entrepreneurs’ activities. The model is based on the MIMIC model and expresses 

entrepreneurs’ activities with three elements. In the correlation analysis, a strong correlation was confirmed 

between “system,” “supply condition,” and “demand condition,” but it was suggested that “system” and 

“demand condition” were not direct factors determining entrepreneurs’ activities, but rather that 

entrepreneurs’ activities influenced the system and conditions. Knowledge creation organizations have a 

strong influence on patent acquisition, but demonstration projects are less likely to lead to R & D 

investment, and entrepreneurs’ activities are strongly related to R & D investment. Furthermore, as a result 

of adding “consumers’ interest, needs, and advantage in utilization” to the KEI model as a latent variable, 

the goodness of fit of the model was high. In addition to entrepreneurs’ activities, consumers’ interest, 

needs, and advantage in utilization are important factors for the diffusion of hydrogen energy. The diffusion 

of hydrogen energy, which is expected to be a clean energy with no CO2 emissions, requires strategies that 

emphasize both entrepreneurs’ activities and consumers’ awareness.

Keywords: hydrogen (H₂), energy innovation, innovation system 




